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第 6期障害福祉計画・第 2期障害児福祉計画（素案）新旧対照表【令和 3年 2月 15日第 5回白井市障害者計画等策定委員会】 

 

頁 修 正 前 修 正 後 修正理由 

第

三

章  

計

画

内

容       

 

各

サ

ー

ビ

ス

の

見

込

み

量

等 

 

３
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4 指定障害福祉サービス・相談支援の見込み 

（4）相談支援 

①計画相談支援 

障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する障害のある人のサービス利用計画を作成し、支

援を行うサービスです。 

②地域移行支援 

障害者支援施設入所者や病院に入院している精神障害者を対象にして、地域生活に移行するため

の相談や支援を行うサービスです。 

③地域定着支援 

施設や病院から地域移行した人、単身であったり家族の状況等により支援が必要な人を対象に、

常時の連絡体制を確保し、緊急時の対応を行うサービスです。 

 前計画の実績と本計画の見込み 

区 分 
平成 30 年

度 

(実績) 

平成 31 年

度 

(実績) 

令和 2 年

度 

(実績見

込) 

令和 

3年度 

(見込) 

令和 

4年度 

(見込) 

令和 

5年度 

(見込) 

計画相談支援 

人数 

(人/

月) 

38.7 53.5 52.0 56.2 60.7 65.5 

地 域

相 

談 支

援 

地域移行支

援 

人数 

(人/

月) 

0.3 0 0 1.0 1.0 1.0 

地域定着支

援 

人数 

(人/

月) 

0.5 0 0 1.0 1.0 1.0 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

市内の相談支援事業所数は大きく不足しており、セルフプランによるサービス支給申請が多い現

状を改善するためにも、市内での増設を目指すとともに、県等との連携により、相談支援専門員の

育成に協力していきます。併せて、地域相談支援については、相談支援事業所と連携して周知を図

り、活用を促進していきます。 

 

 

 

 

4 指定障害福祉サービス・相談支援の見込み 

（4）相談支援 

①計画相談支援 

障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用する障害のある人のサービス利用計画を作成し、支

援を行うサービスです。 

②地域移行支援 

障害者支援施設入所者や病院に入院している精神障害者を対象にして、地域生活に移行するため

の相談や支援を行うサービスです。 

③地域定着支援 

施設や病院から地域移行した人、単身であったり家族の状況等により支援が必要な人を対象に、

常時の連絡体制を確保し、緊急時の対応を行うサービスです。 

 前計画の実績と本計画の見込み 

区 分 
平成 30 年

度 

(実績) 

平成 31 年

度 

(実績) 

令和 2 年

度 

(実績見

込) 

令和 

3年度 

(見込) 

令和 

4年度 

(見込) 

令和 

5年度 

(見込) 

計画相談支援 

人数 

(人/

月) 

38.7 53.5 52.0 56.2 60.7 65.5 

地 域

相 

談 支

援 

地域移行支

援 

人数 

(人/

月) 

0.3 0 0 2.0 2.0 2.0 

地域定着支

援 

人数 

(人/

月) 

0.5 0 0 4.0 4.0 4.0 

 

【見込み量の確保のための方策等】 

市内の相談支援事業所数は大きく不足しており、セルフプランによるサービス支給申請が多い現

状を改善するためにも、市内での増設を目指すとともに、県等との連携により、相談支援専門員の

育成に協力していきます。併せて、地域相談支援については、相談支援事業所と連携して周知を図

り、活用を促進していきます。 

 

※本市では、精神科病院に長期入院している人の、令和 5 年度末までの地域移行者数（基盤整備

量）を 20 人と見込んでいることから、地域移行支援・地域定着支援にそれぞれ 1.5・3.0（人/月）

を含めています。 

令和５年度末の長期入院患者

の地域生活への移行に伴う地

域の精神保健医療福祉体制

の基盤整備量（利用者数）が、

令和 2 年 12 月中旬に県から

示されたことを受けて、障害福

祉計画に数値を反映させ修正

いたしました。 



資料 1-3 

2 

 

４

３

ペ

ー

ジ 

6 地域生活支援事業の見込み 

（9）移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人について外出のための支援を行うことにより、地域におけ

る自立生活と社会参加を促進する事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 平成 30 年

度 

(実績) 

平成 31 年

度 

(実績) 

令和 2 年

度 

(実績見

込) 

令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

実利用見込み者数 

（人／年） 
7,634 7,799 8,667 8,753 8,841 8,929 

延べ利用見込み時間数 

（時間／年） 
65 74 70 70 71 72 

【見込み量の確保のための方策等】 

利用ニーズの適切な把握に努め、市内及び近隣の提供事業者と契約を締結し必要なサービス量

を確保するとともに、利用者への情報提供に努めます。 

6 地域生活支援事業の見込み 

（9）移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人について外出のための支援を行うことにより、地域におけ

る自立生活と社会参加を促進する事業です。 

 

 前計画の実績と本計画の見込み 

事業名 平成 30 年

度 

(実績) 

平成 31 年

度 

(実績) 

令和 2 年

度 

(実績見

込) 

令和 3年度 

(見込) 

令和 4年度 

(見込) 

令和 5年度 

(見込) 

延べ利用見込み時間数 

（時間／年） 
7,634 7,799 8,667 8,753 8,841 8,929 

実利用見込み者数 

（人／年） 
65 74 70 70 71 72 

【見込み量の確保のための方策等】 

利用ニーズの適切な把握に努め、市内及び近隣の提供事業者と契約を締結し必要なサービス量

を確保するとともに、利用者への情報提供に努めます。 

単位の記載に誤りがあったた

め、修正いたしました。 
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8 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

 

区 分 

令和 3年

度 

(見込) 

令和 4年

度 

(見込) 

令和 5年

度 

(見込) 

精神障害者の自立生活援助 人数 

(人/月) 
1 1 1 

精神障害者の共同生活援助（グループホー

ム） 

人数 

(人/月) 
20 23 26 

地域相談支援 精神障害者の地域移行支

援 

人数 

(人/月) 
0.5 0.5 0.5 

精神障害者の地域定着支

援 

人数 

(人/月) 
0.5 0.5 0.5 

8 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

 

区 分 

令和 3年

度 

(見込) 

令和 4年

度 

(見込) 

令和 5年

度 

(見込) 

精神障害者の自立生活援助 人数 

(人/月) 
1 1 1 

精神障害者の共同生活援助（グループホー

ム） 

人数 

(人/月) 
20 23 26 

地域相談支援 精神障害者の地域移行支

援 

人数 

(人/月) 
1.5 1.5 1.5 

精神障害者の地域定着支

援 

人数 

(人/月) 
3.0 3.0 3.0 

令和５年度末の長期入院患者

の地域生活への移行に伴う地

域の精神保健医療福祉体制

の基盤整備量（利用者数）が、

令和 2 年 12 月中旬に示され

たことを受けて、障害福祉計

画に数値を反映させ修正いた

しました。 
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◇「見込み量」・「実施見込み」一覧 

■指定障害福祉サービス・相談支援の見込み 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

訪問系サービス（合計） 
3,085時間/月 

57人/月 
3,208時間/月 

60人/月 
3,336時間/月 

62人/月 

日

中

活

動

系 

生活介護 
1,563人日/月 

82人/月 

1,594人日/月 

83人/月 

1,626人日/月 

85人/月 

自立訓練（機能訓練） 
21人日/月 

2人/月 

21人日/月 

2人/月 

21人日/月 

2人/月 

自立訓練（生活訓練） 
118人日/月 

11人/月 

118人日/月 

11人/月 

118人日/月 

11人/月 

就労移行支援 
452人日/月 

30人/月 

502人日/月 

33人/月 

557人日/月 

37人/月 

就労継続支援（Ａ型） 
447人日/月 

25人/月 

492人日/月 

28人/月 

541人日/月 

31人/月 

就労継続支援（Ｂ型） 
1,042人日/月 

67人/月 

1,094人日/月 

71人/月 

1,148人日/月 

74人/月 

就労定着支援 
7人日/月 

6人/月 

8人日/月 

8人/月 

11人日/月 

10人/月 

療養介護 2人/月  2人/月 2人/月 

短 期 入

所 

福祉型 
56人日/月 

6人/月 

63人日/月 

7人/月 

71人日/月 

8人/月 

医療型 
3人日/月 

1人/月 

3人日/月 

1人/月 

3人日/月 

1人/月 

居

住

系 

自立生活援助 2人/月 2人/月 2人/月 

共同生活援助 51人/月 58人/月 65人/月 

施設入所支援 24人/月 23人/月 22人/月 

精神障害者の自立生活援助 1人/月 1人/月 1人/月 

精神障害者の共同生活援助 20人/月 23人/月 26人/月 

相

談

支

援 

計画相談支援 56.2人/月 60.7人/月 65.5人/月 

地域相談支

援 

地域移行支

援 
1.0人/月 1.0人/月 1.0人/月 

地域定着支

援 
1.0人/月 1.0人/月 1.0人/月 

精神障害者

の地域移行

支援 

0.5人/月 0.5人/月 0.5人/月 

精神障害者

の地域移行

支援 

0.5人/月 0.5人/月 0.5人/月 

 

◇「見込み量」・「実施見込み」一覧 

■指定障害福祉サービス・相談支援の見込み 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

訪問系サービス（合計） 
3,085時間/月 

57人/月 
3,208時間/月 

60人/月 
3,336時間/月 

62人/月 

日

中

活

動

系 

生活介護 
1,563人日/月 

82人/月 

1,594人日/月 

83人/月 

1,626人日/月 

85人/月 

自立訓練（機能訓練） 
21人日/月 

2人/月 

21人日/月 

2人/月 

21人日/月 

2人/月 

自立訓練（生活訓練） 
118人日/月 

11人/月 

118人日/月 

11人/月 

118人日/月 

11人/月 

就労移行支援 
452人日/月 

30人/月 

502人日/月 

33人/月 

557人日/月 

37人/月 

就労継続支援（Ａ型） 
447人日/月 

25人/月 

492人日/月 

28人/月 

541人日/月 

31人/月 

就労継続支援（Ｂ型） 
1,042人日/月 

67人/月 

1,094人日/月 

71人/月 

1,148人日/月 

74人/月 

就労定着支援 
7人日/月 

6人/月 

8人日/月 

8人/月 

11人日/月 

10人/月 

療養介護 2人/月  2人/月 2人/月 

短 期 入

所 

福祉型 
56人日/月 

6人/月 

63人日/月 

7人/月 

71人日/月 

8人/月 

医療型 
3人日/月 

1人/月 

3人日/月 

1人/月 

3人日/月 

1人/月 

居

住

系 

自立生活援助 2人/月 2人/月 2人/月 

共同生活援助 51人/月 58人/月 65人/月 

施設入所支援 24人/月 23人/月 22人/月 

精神障害者の自立生活援助 1人/月 1人/月 1人/月 

精神障害者の共同生活援助 20人/月 23人/月 26人/月 

相

談

支

援 

計画相談支援 56.2人/月 60.7人/月 65.5人/月 

地域相談支

援 

地域移行支

援 
2.0人/月 2.0人/月 2.0人/月 

地域定着支

援 
4.0人/月 4.0人/月 4.0人/月 

精神障害者

の地域移行

支援 

1.5人/月 1.5人/月 1.5人/月 

精神障害者

の地域定着

支援 

3.0人/月 3.0人/月 3.0人/月 

 

今回修正した見込み量の個

所に応じて、一覧を修正いた

しました。 
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■相談支援体制の充実・強化等 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

総合的・専門的な相談支援の実施

の有無 

有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する

訪問等による専門的な指導・助言

件数 

0件 0件 0 件 

地域の相談支援事業者の人材育

成の支援件数 

1件 1件 1件 

地域の相談機関との連携強化の

取組の実施回数 

2回 2回 2回 

 

■相談支援体制の充実・強化等 

区分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

総合的・専門的な相談支援の実施

の有無 

有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する

訪問等による専門的な指導・助言

件数 

17件 17件 17件 

地域の相談支援事業者の人材育

成の支援件数 

1件 1件 1件 

地域の相談機関との連携強化の

取組の実施回数 

2回 2回 2回 

 

今回修正した見込み量の個

所に応じて、一覧を修正いた

しました。 
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1 推進・進行管理の考え方 

 

◇「成果目標」と「活動指標」について 

国の基本指針では、計画に「ＰＤＣＡサイクル」を導入するにあたり、指針の「第二」における

平成 32 年度を目標年度とする目標を「成果目標」とし、また、指針「第三」における“計画の作

成に関する事項”である障害福祉サービスの見込み量等を「活動指標」として、それらについては、

少なくとも年一回は実績を把握し、障がい者施策及び障がい児施策並びに関連施策の動向も踏まえ

ながら、計画の中間評価として分析及び評価を行うこととされています。このため本市においても、

第 3 章で掲げた「成果目標」（数値的目標）及び第 4 章で掲げた「活動指標」（サービス見込み量等）

を最大の眼目として、計画の推進・評価を行っていきます△。 

△成果目標と活動指標の関係図は第 4 章「1 活動指標について」を参照。 

 

1 推進・進行管理の考え方 

 

◇「成果目標」と「活動指標」について 

計画に「ＰＤＣＡサイクル」を導入するにあたり、※1「成果目標」と※2「活動指標」について

は、少なくとも年一回は実績を把握し、障がい者施策及び障がい児施策並びに関連施策の動向も踏

まえながら、計画の中間評価として分析及び評価を行うこととされています。 

このため本市においても、第 2 章で掲げた「成果目標」（数値的目標）及び第 3 章で掲げた「活動

指標」（サービス見込み量等）を最大の眼目として、計画の推進・評価を行っていきます△。 

※1「成果目標」とは、障害福祉サービス等の提供体制確保の一環として、基本指針の中で、基本

理念等を踏まえて国全体で達成すべき目標として設定するもの。 

※2「活動指標」とは、国全体で達成すべき数値目標の形では設定しないが、都道府県・市町村に

おいて、基本指針に定める基本理念や提供体制確保の基本的考え方、障害福祉サービスの提供体制

確保に関する成果目標等を達成するために必要となるサービス提供量等の見込みとして設定する

もの。 

△成果目標と活動指標の関係図は第 3 章「1 活動指標について」を参照。 

令和 2年 3月に PDCAマニュ

アルが改定されておりました

が、素案では前回内容のまま

となってしまっておりましたの

で、修正いたしました。 

 


